






健康経営サポーター

総務省
「テレワーク先駆者百選」

スポーツ庁
「スポーツエールカンパニー」

東京都
「東京都スポーツ推進企業」

厚労省 女性活躍推進
企業認定「えるぼし」

大阪府
「男女いきいきプラス」

愛知県「あいち女性輝き
カンパニー・優良企業」

経産省・日本健康会議
「健康経営優良法人～ホワイト500～」
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■働き方改革

■健康経営

　現場職員全員の週休二日の実現や従業員の健康増進、プライベート
における時間の創出などに向け、現場に軸足を置いた働き方改革を実
施しています。また、全社員へのモバイルPC、スマートフォンの貸与、
全社員テレワーク制度（在宅勤務）、フレックスタイム制度、インター
バル制度の導入や働き方改革表彰の実施など、多角的な取り組みを推
進しています。

　従業員のさらなる心と体の健康づくり
を推進し、安全で働きやすく、働きがい
のある職場づくりを強力に進め、生産性
の向上を図っています。そして、新しい
価値の実現に挑戦し、多様な個性といき
いきとした社風をつくり上げ、「もっと
豊かな社会づくり」に貢献していきます。
なお、健康経営推進組織体制は右図の通
りです。

■女性活躍推進
　女性がいきいきと働き続け、より活躍できる組織を目指しています。具体的な
取り組みとして、育児休業期間の延長、育児・介護フレックスタイム制度（短時
間勤務を含む）、時間単位の有給休暇制度の導入、女性の意見を取り入れたユニ
フォームの採用などを実施しています。その他にもワークライフバランス研修、
キャリア研修、スキル＆リーダーシップ研修、女性キャリア支援会議なども行っ
ています。

経済産業省・東京証券取引所
 「健康経営銘柄」

各種認定実績

健康管理最高責任者 （CHO）　代表取締役社長 朝倉健夫

日本国土開発
健康保険組合

・人間ドック受診促進
・特定保健指導受診の
   促進
・禁煙促進
・運動習慣率向上促進

コミュニケーション
協議会

安全衛生委員会
安全衛生委員会委員長

（健康経営推進責任者）
・健康経営施策推進の責任者

産業医

衛生管理者
・健康経営施策推進担当者

・健康診断
・ストレスチェック
・メンタル対応
・産業医面談等全社集約

・協議会員への
   健康経営啓蒙活動

経営会議

〈健康経営推進 企画立案・推進・事務局機能〉
働き方改革推進室　常務執行役員　笹尾佳子（健康経営エキスパートアドバイザー）
　　　　　　　　　健康経営担当、保健師、精神保健福祉士、看護師

総務人事部
人事グループ

EPA

医療機関提携

＊コミュニケーション協
議会は、日本国土開発
の社員によって組織さ
れる唯一の組織団体

各事業本部ライン部長
健康診断・ストレスチェック・二次健康診断の受診促進

＊健康経営サポーターとは、毎年各自が健康
に関する目標を掲げて積極的に取り組む社員

（2022年10月現在488名）

報告・提案 承認

土木・建築事業本部
管理部長

I R 担当
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健康経営推進組織体制
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　日本国土開発グループは、サプライチェーン全体における持続可能な共存共栄関係の構築を積極的に推進しています。特に施工に直接携わる協力会社との連携を強固にす
るために、全国各地域に安全協力会を設置し、共に成長・発展を遂げてきました。建設業の根幹である全国の協力会社とのパートナーシップをより一層強化していきます。

　日本国土開発では、2015年7月に協力会
社との協力体制を強化するため、中央協力
会を立ち上げました。この中央協力会は、
各地域の安全協力会と日本国土開発との連
携を図り、安全衛生活動、施工技術・品質
向上活動、営業活動他あらゆる面で協力し、
共に事業の発展に寄与することを目的とし
ています。各地域の安全協力会から選任さ
れたメンバーと日本国土開発側（社長、本
部長、副本部長など）の理事で構成されて
おり、理事会は年 2 回開催されています。

■中央協力会と各地域の安全協力会
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　コロナ禍でオンライン開催を
していた全国各地の安全大会が、
３年ぶりに対面で開催されまし
た。各地域にて安全表彰や優良
職長表彰などが行われました。

■全国で安全大会を開催

相互連携による強固なサプライチェーンを構築

日本国土
開発

中央
協力会

各地域の
安全協力会

相互に連携
● 札幌安全協力会
● 東京安全協力会
● 東北安全協力会

● 名古屋安全協力会
● 大阪安全協力会
● 九州安全協力会

　各地域の安全協力会は、東北・東京・名古屋・大阪・
九州の各支店と札幌営業所に設けられています。当社
と中央協力会との相互連携による健全で強固なサプラ
イチェーンの構築を図っています。

各地域の安全協力会

地球環境保全

脱炭素社会の実現
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公正で強固なサプライチェーンの構築公正な取引

山形

＊国友安全協力会は、2022
年度より名称を「東京安全協
力会」に変更

札幌安全協力会

名古屋安全協力会

大阪安全協力会

九州安全協力会 東京安全協力会

東北安全協力会

日本国土開発が開発した仙台市のキャンプ＆ワーケーション施設
「泉ピークベース」にて中央協力会の理事会を開催



　日本国土開発は、2021 年 9 月に「パートナー
シップ構築宣言」に参画しました。
　「パートナーシップ構築宣言」とは、日商会頭、
連合会長および関係大臣（内閣府、経産省、厚労
省、農水省、国交省）をメンバーとする「未来を
拓くパートナーシップ構築推進会議」において創設。企業規模の大小に関わらず、企業が「発
注者」の立場で自社の取引方針を宣言する取り組みです。企業は代表者の名前で、「サプライ
チェーン全体の共存共栄と新たな連携（企業間連携、 IT 実装支援、専門人材マッチング、グリー
ン調達など）」「振興基準の遵守」などに重点的に取り組むことを宣言します。

■協力会社の「働き方改革」「健康経営」をサポート
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　2023 年4月から中小企業の割増賃金猶予措置が終了し、
中小企業でも月に 60 時間を超える時間外労働についての賃
金割増率が 50% になります。また、建設業界において認め
られていた「働き方改革関連法」の時間外労働規制も 2024
年4月からは適用されます。日本国土開発は、建設業を支え
る協力会社に対して、これまで培ってきた「働き方改革」「健
康経営」のノウハウを基にしたコンサルティングを実施し、
中小企業の健康経営推進を支援する取り組みを行っていま
す。2021年度は静岡県三島市の協力会社である鶴よし建設
㈱が、健康経営優良法人認定（中小規模法人部門）を取得し
ました。今後も協力会社の「働き方改革」「健康経営」をサポー
トする取り組みを全国の協力会社に広げていきます。

　私たち日本国土開発株式会社は「わが社はもっと豊かな社会づくりに貢献する」ことを
経営理念としております。この経営理念を実現し社会的責任を果たしていくため、法令等
を誠実に遵守するとともに、高い倫理観と良識を持って企業活動を行ってまいります。
　当社は、顧客、株主、取引先等のステークホルダーの期待と要求に応え、社会の信頼を確
保していくため、コンプライアンス経営を推進していくことが企業経営の重要施策と位置
付けております。
　私たちは、コンプライアンス体制を確立すると共に、当社で働くすべての役員、従業員
は、会社が定めた「企業倫理行動指針」を十分に理解し、遵守していきます。そして法令、
社内規範 ( 社規等 )、社会規範 ( 社会常識 ) を守り違法、不正なことは行わず、倫理面にお
いては公私混同と虚偽・隠匿の撲滅を図ることにより透明性の高い、社会から信頼される
企業として行動していくことをここに宣言します。

代表取締役社長　朝倉 健夫

■コンプライアンス宣言

　2006年に顧客・株主・取引先などと公正な取引を行うことを約した「コンプライアンス宣言」
を下記の通り宣言しました。コンプライアンス体制については 43 ページを参照ください。

地球環境保全
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鶴よし建設の認定証

■外国人労働者向けの安全標識を導入

　近年、外国人労働者の増加に伴い、外国人の労働災害も増加傾向にあります。日本国土開発
では、外国人労働者への安全対策として「外国語表記の統一安全標識」を作成しました。
　安全標識には、6 言語（日本語・英語・中国語・ベトナム語・インドネシア語・タガログ語）
を入れ込み、イラストはユニバーサルデザインを利用した建設業労働災害防止協会（建災防）
の画像をガイドラインに則って作成しています。また、作業所への新規入場者教育として、日
本語の習熟度や安全標識の理解度について調査を実施しています。

■「パートナーシップ構築宣言」への参画

日本語

英語

中国語

ベトナム語

タガログ語

インドネシア語



■新たに社外取締役が２名就任 ■コーポレート・ガバナンス体制

指名・報酬
委員会 取締役会 会計

監査人

（コンプライアンス
相談室）

社内窓口

社外窓口

事業部門・関係会社

執行役員

選任・解任 選任・解任 選任・解任
諮問

答申 連携

連携

連携

指示
・

報告

内部統制
推進委員会

経営会議

相談・通報
窓口

選定
・

解職報告
監
督

監
査

監
査

指示
・

報告

監
査

監
督

監査等
委員会

株主総会

内部統制
推進室

（監査等委員事務局）

代表取締役
社長

監査
監督

　業務執行に関する個別の経営課題について適時協議
するため、取締役・執行役員などによって構成される
経営会議を設置。原則として毎月 2 回開催しています。

　取締役会は、取締役 6 名（うち社外取締役 3 名）
および監査等委員である取締役 3 名（うち社外取締
役 2 名）で構成され、毎月 1 回開催するほか、必
要に応じて適宜臨時取締役会を開催し、経営の基本
方針、法定専決事項、その他経営に係る重要事項な
どに関する審議・決定を行うとともに、業務の執行
状況に関する監督、経営計画の進捗状況の確認など
を行っています。

　監査等委員会は、監査等委員である取締役 3 名（う
ち社外取締役 2 名）で構成され、常勤の監査等委員で
ある取締役 1 名を選定。毎月１回開催されるほか、適
宜、臨時監査等委員会を開催し、監査等委員である取
締役は、監査等委員会が定めた監査の方針、監査計画
等に従い、取締役会、経営会議などの重要会議に出席、
重要書類の閲覧などにより、取締役の職務執行状況に
ついて監査、監督しています。

　社外取締役の知見および助言を適切に確保し審議す
ることにより、取締役および執行役員の指名・報酬な
どに関する決定プロセスの公平性・透明性・独立性の
強化を行うことを目的として、委員の過半数が独立社
外取締役で構成された取締役会の任意の諮問機関であ
る指名・報酬委員会を設置しています。指名・報酬委
員会は、取締役および執行役員の指名ならびに報酬な
どについて審議し、取締役会に答申を行います。

取締役会 監査等委員会 指名・報酬委員会 経営会議

　経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離し、
取締役会機能の強化と経営効率の向上を図るため、執
行役員制度を導入しています。

執行役員制度

　2030年までの長期ビジョンで掲げた「先端の建設企業」を目指すため
に、ガバナンス体制の強化（コンプライアンスの徹底）のほか、DX 関連
や建設業以外の知見を有した社外取締役の増加、女性役員の選任を推進
していきます。2022年8月には、元リコー取締役の松石秀昭氏と、当社
初の女性取締役として公認会計士の唐下雪絵氏が、新たに社外取締役に
就任。これにより、取締役 9 名のうち社外取締役が 5 名となりました。

　当社の取締役会は、その役割・責務を適切に果たしているかを確認するため、毎年、取締役会の実効性
評価を実施。その評価の分析および評価結果に基づき、取締役会の構成員で意見交換を行っています。
　2021年度の実効性評価について、取締役会の運営面では取締役会の討議・決議事項に対するシステマ
ティックなフォローアップ体制が課題として挙げられました。一方、 新中期経営計画に関して事前に取締
役会において議論が行われるなど取締役間の意見交換の場が広がり、適切な監督ができているとして、 引
続きガバナンス体制の拡充が進んでいることがうかがえるとの評価がされました。この結果を受け、さら
に取締役会の議論が充実したものとなるよう、新任の社外取締役へのオリエンテーションを実施するなど、
取締役会の運営について適宜見直しを行い、引き続き取締役会の機能向上に努めていきます。

■2021年度の取締役会実行性評価
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ガバナンス・リスクマネジメントの高度化企業統治

社外取締役の割合

2019年度：33.3%
2020年度：33.3%
2021年度：42.9％

50％以上

企業統治関連のKPI取締役紹介 ▶  P.48



　日本国土開発グループは、「内部統制推進委員会」を設置し
てコンプライアンスおよびリスク管理を運営・推進しています。
また、内部監査部門として社長直轄組織の「内部統制推進室」
を設置。さらに、「企業倫理行動指針」「コンプライアンス規程」
を制定し、役員・社員などが法令及び定款に適合した行動をと
るための守るべき行動基準を明確にしています。
　「コンプライアンス宣言」「企業倫理行動指針」「コンプライ
アンス規程」ならびに役員・社員などが遵守しなければならな
い主要法令などを掲載した「コンプライアンスハンドブック」
を作成・配布し、役員・社員への教育・研修を実施しています。
　コンプライアンス意識の更なる向上と定着を図るため、全役
員・社員および子会社を対象に e- ラーニングシステムによる
コンプライアンス教育を新入社員研修や定期的に実施される社
内研修時に行っています。
2021 年度は、新たに情報
セキュリティ、コンプラ
イアンス、ハラスメント
の研修を全社員を対象に
実施しました。

■内部通報制度

　リスク管理に関する体制を整備するため、「リスク管理規程」
「リスク管理マニュアル」を制定。また、会社が緊急事態に直
面した場合の対応方法については、「緊急事態対応要領」の定
めるところにより、社長を本部長とする対策本部を設置して対
応しています。受注案件などを審査する機関として「審査委員
会」を設置し、受注リスクの防止・低減に努めています。電子
情報・情報システムなどの利用に関しては、情報漏洩・不正使
用などを防止するため、遵守事項を定めた「セキュリティポリ
シー」により情報管理体制を整備しています。

■コンプライアンス体制

■リスク管理体制

　子会社における業務の適正を確保するため、当社の「企業倫
理行動指針」「コンプライアンス規程」などを子会社に準用す
るほか、「コンプライアンスハンドブック」の子会社への配布、
コンプライアンス教育の実施、当社に準じたコンプライアン
ス体制を構築・運用をしています。また、「関係会社管理規程」
に基づき、子会社における重要事項の決定に関し、当社への事
前協議、報告を求めるほか、必要に応じて当社の役員または社
員を子会社の取締役、監査役として派遣し、適切な監督、監査
を実施。内部統制推進室は、子会社の業務執行の適法性、効率
性に関する監査を定期または臨時に行っています。

■グループ会社の管理体制

　法令等違反に関する相談・報告を受け付ける内部通報窓口と
して、内部統制推進室に「コンプライアンス相談室」を設置し
ているほか、社外にも外部通報窓口を設置しています。

企業倫理行動指針

　会社は、健全な経営活動を通して、事業の発展を図り、
社会的責任を果たすため、法令等を誠実に遵守するととも
に、高い倫理観と良識を持って、次の通り行動する。

１．顧客からの信頼　顧客から信頼を得るよう、常に顧客
の立場になって考え、行動し、顧客の意見、要望には誠実
に耳を傾ける。
２．高品質な建設サービス　幅広い分野で積み重ねた、豊
かな経験と優れた技術力により、高品質な建設サービスを
適正価格で提供する。
３．会社情報の開示　顧客、株主、取引先等のステークホ
ルダーに対し、法令に従い適切かつ公平に、会社情報を開
示し、経営内容の透明化を促進する。
４．公正な営業活動　建設市場において、公正で自由な競
争を行う。また、政治、行政との間において、健全かつ正
常な関係を保持する。
５．安全と健康の確保　事業所及び作業所で働く全ての者
の、安全と健康の確保に努め、協力会社等とともに労働災
害の撲滅を目指す。
６．環境問題への取組み　環境問題の重要性を認識し、積
極的に資源の有効活用、省エネルギー、廃棄物の減量化等
に取組み、快適環境の創造と循環型社会づくりに寄与する。
７．地域社会との交流　社会の一員として、地域との交流
を深めるとともに、社会活動への参加などを通して、広く
社会貢献に努める。
８．反社会的勢力との関係　市民社会の秩序や企業の健全
な活動に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対しては、
断固として対決する。
９．人間尊重の職場形成　従業員一人ひとりの人権を尊重
し、個性と能力を最大限に発揮できる職場を目指すととも
に、労働条件、職場環境の改善により、従業員の精神的、
時間的なゆとりと豊かさの実現に努める。

調査報告・相談

社内窓口
（コンプライアンス相談室）

社外窓口
（東啓綜合法律事務所）

内部統制推進委員会 関係部署
子会社

通報者

＜社内窓口＞
日本国土開発・コンプライアンス相談室
E-Mail soudan.comp@n-kokudo.co.jp
TEL03-5410-5605　FAX03-6770-2079
※電話受付時間は平日 8：30 ～ 17：30

（土日祝日、夏季休暇、年末年始を除く）
営業時間外は留守番電話につながります
郵送先 〒107-8466 東京都港区赤坂 4-9-9
日本国土開発「コンプライアンス相談室」宛

＜社外窓口＞
東啓綜合法律事務所　担当弁護士：渡邊賢作
E-Mail watanabe@tokeilaw.com
TEL03-5296-7676　FAX03-5296-7678
※電話受付時間は平日 9：00 ～ 19：00

（土日祝日、夏季休暇、年末年始を除く）
郵送先 〒101-0041 東京都千代田区神田須田町 1-2
淡路町サニービル 4F　東啓綜合法律事務所

（日本国土開発グループ外部通報窓口）宛

通報対象部署・対象者

事務局
（内部統制推進室）

報告・助言

調査・是正措置
再発防止策

相談・通報 結果報告等 相談・通報結果報告等

連携

相談・通報窓口

報告

当社および子会社の役職員
など、当社および子会社と
取引契約関係にある企業な
どの役職員など
※上記の退職者および家族
も含む。また、「役職員など」
とは、役員、従業員、契約
社員、派遣社員など雇用形
態問わず従事している者

利用対象

当グループの役職員等に関
する不正行為等（法令・社
内規程違反、就業環境を害
する行為、その他法令違反
又は社内規程違反をもたら
す恐れのある不正行為）

対象となる通報内容

日本国土開発の
マテリアリティ

技術開発

ICT ×マシナリーによる技
術・生産性の提供

品質 ・ 安全性

品質管理・安全管理の徹底

社員の幸せ

ダイバーシティ & インク
ルージョンの推進

公正な取引

公 正 で 強 固 な サ プ ラ イ
チェーンの構築

自然災害対応

防災・減災・国土強靭化へ
の貢献

企業統治

ガバナンス・リスクマネジ
メントの高度化

地球環境保全

脱炭素社会の実現
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財務情報ハイライト

営業利益／営業利益率 営業活動によるキャッシュ・フローROE

配当および総還元性向・配当性向 自己資本 有利子負債・D/E レシオ
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※配当性向は、配当金総額を親会社株主に帰属する当期純利益 ( 但し、資産譲渡等の特殊・特別な損益を除く ) で除す方法により計算しています。
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非財務情報ハイライト ①
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環境保全型事務用品のグリーン購入率
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環境保全
（作業所を除く本社・支店・営業所・つくば事業所などの購入率）

環境保全型製品の購入率
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※温室効果ガス排出量（GHG 排出量）については全体像の把握を 2020
年度から行ったため同年度の数値から記載。Scope3 の大幅な減少は
CO2 排出量が多いゴミ処理場等の建設が 2021年度はなかったため
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※電子マニフェスト制度とは、マニフェスト情報を電子化し、
排出事業者、収集運搬業者、処分業者の 3 者が情報処理セン
ターを介したネットワークでやり取りする仕組み
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非財務情報ハイライト ②

現場週休 2 日達成率
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企業統治墜落・建設機械による休業4日以上災害
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会社概要
社 　名	　  日本国土開発株式会社（JDC CORPORATION）
本 　社	　  東京都港区赤坂四丁目 9 番 9 号
設 　立	　 昭和 26 年（1951 年）4 月 10 日
代表者	 　  代表取締役社長　朝倉 健夫
資本金	 　  5,012,750 千円　(2022 年 5 月 31 日現在）
売上高	 　  1,267 億円（2021 年 6 月 1 日～ 2022 年 5 月 30 日、連結）
従業員	 　  1,106 名（2022 年 5 月現在、連結）
有資格者　799 名（2022 年 5 月現在）
　　　　　※一級建築士・１級建築施工管理技士・１級土木施工管理技士（延べ人数）
研究開発拠点　つくば未来センター（茨城県つくば市）
国内拠点　５支店（東京、東北、大阪、名古屋、九州）のほか、全国 11 営業所
海外拠点　台湾支店
　　　　　バングラデシュ現地法人「KOKUDO JDC Bangladesh Ltd.」
グループ会社　子会社 14 社、関連会社 2 社

営業第ニ部
地域建築営業部

生産計画部

見積部

建築戦略部
安全品質環境部

働き方改革推進室

総務人事部
経理部

情報システム部

不動産事業 1 部
不動産事業 2 部

土木部
地域土木部

営業部
民間第一営業部
民間第ニ営業部
地域土木営業部

技術部
EPC 室

海外工事部
管理部
管理部

営業第一部

生産・物流事業部

住宅・生活事業部

建築部
地域建築部

建築部

管理本部

関連事業本部

土木事業本部

建築事業本部

安全品質環境本部

監査等委員会

内部統制推進委員会
審査委員会

指名・報酬委員会

内部統制推進室

戦略本部 戦略部
つくば未来センター

DX推進室

取締役会

委員会

社　長

本社・赤坂 MK ビル

研究開発拠点
つくば未来センター

経営会議

2023 年 1 月１日現在

株式情報

証券コード　  1887
上場証券取引所　東京証券取引所プライム市場
発行株式総数　300,000,000 株
発行済株式総数　98,255,000 株
　　　　　　　（自己株式 9,164,146 株を含む）
1 単元の株数　100 株
株主数　　　  13,307 名
株主名簿管理人　三菱 UFJ 信託銀行株式会社

大株主（上位 10 名）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 7,375
株主名  持株数（千株）  持株比率（％）

8.28
株式会社ザイマックス 5,865 6.58
日本国土開発持株会 5,421 6.08

みずほ信託銀行株式会社
（一般財団法人日本国土開発未来研究財団口） 4,000 4.49

株式会社三菱 UFJ 銀行 3,500 3.92
アジア航測株式会社 3,189 3.58
東亜道路工業株式会社 3,005 3.37
日本基礎技術株式会社 2,900 3.25
三井住友海上火災保険株式会社 2,456 2.75

  2022 年 5 月 31 日現在

※右表の持株比率は自己株式
　を控除して計算しています

  2022 年 5 月 31 日現在

組織図
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直轄部門 本　部

株式会社西京銀行 4,300 4.82

法務部

営業統括部

購買部

設計部

設備部
設計管理部

大型現場統括事業部

エネルギー事業部



取締役紹介

後列左から、増成公男、鴨志田文彦、高津浩明、松石秀隆
前列左から、大橋正春、望月尚幸、朝倉健夫、曽根一郎、唐下雪絵

朝倉 健夫

◆取締役の選任理由

取締役 企業経営 財務会計
ファイナンス

法務
コンプライアンス 人材開発

ICT・DX
技術開発
建設技術

営業
マーケティング

朝 倉 健 夫　 〇 〇 〇

曽 根 一 郎 〇 〇

望 月 尚 幸 〇 〇 〇

高 津 浩 明 〇 〇 〇

松 石 秀 隆 〇 〇 〇

唐 下 雪 絵 〇 〇 〇

増 成 公 男 〇 〇 〇

大 橋 正 春 〇

鴨志田 文彦 〇 〇 〇

代表取締役社長社長執行役員
CEO 兼 戦略本部長

取締役副社長執行役員 COO
兼 管理本部長 CFO

取締役副社長執行役員建築事業本部長
兼 安全品質環境本部管掌

◆取締役の主な専門分野

取締役監査等委員（社外）

取締役（社外）

取締役（社外）

取締役（社外）

取締役監査等委員（社外）

取締役常勤監査等委員

2013 年８月から代表取締役社長として、当社グループの経営の指揮を執り、業績の向上や東京証
券取引所への再上場を果たすなど、当社グループの企業価値向上に対して大きな功績をあげてい
ます。これらの実績や豊富な経験から、当社グループの持続的な成長に必要な人物であると判断し、
取締役として選任しました。

曽根 一郎
2018 年 8 月から取締役として経営全般に携わり、その後当社第三の柱である関連事業や管理本部
の要職を歴任しその役割を適切に果たしています。同氏の豊富な業務経験と卓越した行動力は、
当社グループの企業価値向上に資すると判断し、取締役として選任しました。

望月 尚幸

長年に亘る建設会社における豊富な経験を有するとともに、建設業におけるコンサルタントとし
ての経歴から、建設事業における豊富な知見と優れた経営戦略能力を有しています。2020 年 8 月
から建築事業本部長として強い指導力を発揮し積極的な事業運営を進めてきました。当社の建築
事業ならびに、事業部門全般に強力なリーダーシップを発揮しており、当社グループの企業価値
向上に資するとの判断から取締役として選任しました。

高津 浩明
企業において代表取締役として経営に携わった経歴から豊富な経験と幅広い見識を有しています。
当社においては、2019 年 8 月の取締役就任後、これまで当社グループの業務執行に対する適切な
監督と、経営全般への助言をいただいていることから社外取締役として選任しました。

松石 秀隆
当社の主たる事業である建設業とは異なる事業を行う会社において要職を歴任し、企業経営に関
する豊富な知識を有しています。「企業経営」「財務会計」「営業」の分野において、これまでに培っ
てきた経験と知見を活かして、当社の経営全般に対する監督と助言をしていただくことを期待し、
社外取締役として選任しました。

唐下 雪絵
公認会計士としての専門的な知識、会計・システムのコンサルタントとしての豊富な見識、当社
の主たる事業とは異なる事業を行う会社における経営監査の実績を有しています。「財務会計」「人
材開発」「ICT・DX」の分野において、これまで培ってきた経験と知見を活かして、当社の経営
全般に対する監督と助言をしていただくことを期待し、社外取締役として選任しました。

増成 公男
当社の取締役や管理本部長などの要職を歴任し、経営および当社グループの業務に関する幅広い
経験と知見を有しています。これらの経験・実績に基づき、業務執行に対して客観的な視点で監査・
監督しています。今後も当社の経営の健全性・透明性・効率性を高めるため、当社のコーポレート
ガバナンスの向上に寄与するものと判断し、監査等委員である取締役として選任しました。

大橋 正春

最高裁判所裁判官、弁護士としての高い専門性と豊富な経験を有しており、2017 年 8 月に監査等
委員である（社外）取締役に就任後は、経営陣から独立した立場で取締役の職務執行を監査・監
督していただいています。今後も適切な監査・監督をいただくことで、当社グループのコーポレー
トガバナンス体制のより一層の強化を図れるものと判断し、監査等委員である取締役（社外）と
して選任しました。

鴨志田 文彦

金融機関や一般企業での幅広い実務経験を有するほか、豊富な海外業務経験を有しております。
また、法務・コンプライアンスに関する高度な知見もあり、これらの経験・実績を踏まえ、取締
役の職務執行について客観的視点で公正に監査・監督を遂行していただいています。今後も適切
な監査・監督をいただくことで、当社グループのコーポレート・ガバナンス体制のより一層の強
化を図れるものと判断し、監査等委員である取締役（社外）として選任しました。
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朝倉 健夫

1977 年４月　当社入社
2007 年８月　当社執行役員土木統轄本部副本部長兼土木営業部長
2008 年６月　当社執行役員土木統轄本部長
2008 年８月　当社取締役執行役員土木統轄本部長
2009 年８月　当社取締役執行役員土木統轄本部長兼土木営業部長
2011 年６月　当社取締役執行役員土木統轄本部長
2011 年８月　当社常務取締役東京本店長
2013 年８月　当社代表取締役社長
2017 年９月　当社代表取締役社長社長執行役員
2018 年８月　当社代表取締役社長社長執行役員 CEO
2020 年８月　当社代表取締役社長社長執行役員土木事業本部長
　　　　　　  CEO 兼 COO
2021年６月　当社代表取締役社長社長執行役員 CEO兼 戦略本部長(現任)

代表取締役社長 社長執行役員 CEO 兼 戦略本部長

取締役プロフィール
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曽根 一郎

1982 年４月　当社入社
2014 年６月　当社九州支店長
2015 年６月　当社関連事業部長
2016 年６月　当社執行役員関連事業部長
2017 年４月　当社執行役員経営企画室副室長
2018 年８月　当社取締役常務執行役員経営企画室長
2018 年９月　当社取締役常務執行役員経営企画室長兼
　　　　　　  つくば未来センター管掌
2019 年８月　当社取締役専務執行役員関連事業本部長兼
　　　　　　  つくば未来センター管掌
2020 年４月　当社取締役専務執行役員関連事業本部長
2021 年６月　当社取締役副社長執行役員管理本部長
2022 年６月　当社取締役副社長執行役員管理本部長
　　　　　　  COO 兼 管理本部長 CFO（現任）

取締役副社長執行役員 COO 兼 管理本部長 CFO

望月 尚幸

1987 年４月　清水建設株式会社入社
2017 年４月　同社建築総本部東京支店副支店長
2019 年１月　PwCコンサルティング合同会社入社
　　　　　　  シニアマネージャー
2020 年４月　当社入社、執行役員建築事業本部副本部長
2020 年８月　当社取締役常務執行役員建築事業本部長兼
　　　　　　  生産・物流事業本部長
2021 年６月　当社取締役副社長執行役員事業部門統括 COO 兼
　　　　　　  建築事業本部長
2022 年６月　当社取締役副社長執行役員　建築事業本部長
　　　　　　  安全品質環境本部管掌（現任）

取締役副社長執行役員 建築事業本部長 兼
安全品質環境本部管掌

増成 公男

1981 年４月　当社入社
2007 年８月　当社事業管理部長
2013 年６月　当社執行役員事業管理部長
2013 年８月　当社執行役員経営企画室副室長兼企画部長
2014 年８月　当社取締役執行役員経営企画室長兼企画部長
2015 年８月　当社常務取締役経営企画室長兼企画部長
2016 年６月　当社常務取締役経営管理本部長
2017 年８月　当社取締役専務執行役員管理本部長
2018 年６月　当社取締役専務執行役員管理本部長兼法務部長
2018 年 12月    当社取締役専務執行役員管理本部長
2019 年８月　当社取締役常勤監査等委員（現任）

取締役常勤監査等委員

大橋 正春

1972 年４月　弁護士登録 ( 第一東京弁護士会 )
1983 年６月　阿比留・大橋法律事務所 ( 現東啓綜合法律事務所 )
1999 年１月　当社管財人
2012 年２月　最高裁判所裁判官
2017 年３月　最高裁判所裁判官　退官
　　　　　　  弁護士登録 ( 第一東京弁護士会 )
　　　　　　  東啓綜合法律事務所　弁護士 ( 現任 )
2017 年８月　当社取締役監査等委員（現任）

取締役監査等委員（社外）

鴨志田 文彦

1974 年４月　株式会社日本長期信用銀行入行
1997 年 10月    同行国際営業室長
1998 年 11月    中外製薬株式会社入社
2010 年３月　同社常務執行役員法務部長
2014 年５月　長島・大野・常松法律事務所　事務局局長
2015 年 10月    独立行政法人国際交流基金　監事
2016 年 11月    東京簡易裁判所民事調停委員
2019 年８月　当社取締役監査等委員（現任）

取締役監査等委員（社外）

高津 浩明

1977 年４月　東京電力株式会社入社
2011 年６月　同社常務取締役お客さま本部長
2012 年６月　東光電気株式会社入社、代表取締役社長
2014 年６月　株式会社東光高岳代表取締役社長
2018 年６月　同社代表取締役会長
2019 年６月　同社顧問
2019 年８月　当社取締役（現任）

取締役（社外）

松石　秀隆

1981 年 4 月　株式会社リコー入社
2000 年 10月　株式会社リコー販売事業本部 SCM 革新センター所長
2003 年 1 月　西東京リコー株式会社社長
2005 年 4 月　リコー東北株式会社社長
2008 年 4 月　株式会社リコー販売事業本部事業戦略センター所長
2009 年 4 月　同社販売事業本部 MA 事業部長
2009 年 7 月　リコー IT ソリューションズ株式会社代表取締役社長
2014 年 4 月　株式会社リコーグループ執行役員（常務執行役員）
　　　　　　  リコーリース株式会社代表取締役社長執行役員
2016 年 6 月　株式会社リコー常務執行役員日本販売事業本部長
　　　　　　  リコージャパン株式会社代表取締役社長執行役員 CEO
2018 年 4 月　株式会社リコー専務執行役員 CFO 同社経営企画本部長
2018 年 6 月　株式会社リコー取締役
2021 年 4 月　同社コーポレート専務執行役員 同社経営企画部部長
2022 年８月　当社取締役（現任）

取締役（社外）

唐下 雪絵

1999 年 5 月   公認会計士登録
2003 年 2 月   公認会計士唐下雪絵事務所所長（現任）
2007 年 6 月   フェリーチェコンサルティング株式会社代表取締役（現任）
2019 年 3 月   マブチモーター株式会社社外取締役（監査等委員）
2019 年 6 月   株式会社セブン銀行社外監査役（現任）
2022 年８月　当社取締役（現任）

取締役（社外）
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